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1は じめに

本論文は、 日本企業が どのようなグローバ ル経営戦略を展開してインドネシアへ進出して きた

か、工場操業後 どのようにして経営資源を移転 してきたか、 といった現地における日本企業の技

術移転の実態について分析する。

近年、円高による国際的なコス ト条件の変化、イン ドネシア政府の外資優遇政策および日本企

業の経営資源の充実等 により、イン ドネシアへの直接投資は増加 しつつある。そうした直接投資

の形態による生産技術 の移転は、低コス トを利用 した生産および供給の拠点作 りが主な狙いであ

る。 とはいえ単なる資本の移動ではなく、その本質的かつ大 きな役割 を果たしている部分は、技

術者の派遣や技能訓練 といった、これまで日本企業に蓄積 された入的資本の移動を伴 うものであ

る。

直接投資によって技術が移転される場合、技術は市場 を経由 して取 り引 きされるのではな く、

企業組織内で取 り引 きされる場合がほとんどである。そのためグローバルに生産および販売戦略

を展開する日本企業の技術移転に関す る研究は、企業 レベルでケース ・スタディを積み重ねる方

が密度の濃い調査結果が期待できる。そこで筆者は、1999年5月 初旬 に、イン ドネシアのジャカ

ルタ近郊 とバタム島の現地日系企業の調査 を行い経営者にインタビューをしてきた。以下の内容

は、それを基 にして筆者が論文 として体裁を整えたものである。

現在、 日本企業によってインドネシアに移転される技術 は、 日本の本社工場あるいはアジアの

他工場において、ある程度の期間使用されていて、既 に完成あるいは成熟 した内容の容易に移転

できるものが多い。そうした技術の移転は、まず現地 に海外子会社 を設立 して、工場や生産設備

の設置工事 をした後、生産プラントに関するハー ド面での技術 を移転 し操業を開始する。しか し、

現地で生産が本格化するのは、従業員への作業訓練や生産プラン トの操作、修理および改善など

に関する技術指導 を通 じた、 ソフト面での技術移転を行う段階以降である。この時、技術水準が

高す ぎて、現地従業員がスムーズに内容 を習得できず移転に支障をきたす場合、人的資源 を日本

の本社か ら派遣することが多 く見 られる。このような基準で技術移転を定義するならば、イン ド
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ネシアで定着させ本格的に軌道に乗せるには相当長期間を要することになる。

移転 したい技術を容易に定着させ得るか否かは、第一に、当該企業が、これまで何回移転を経

験 したか、 日本でその技術が どの程度習熟 されているか、現地でどの くらい関連部品を調達で き

るか、現地の従業員が企業に定着 してどの程度の技術 を吸収 してくれるか といった経済的要因に

左右 される。第二に、それ以外の要因、例えば言語、習慣および宗教の違いによる意志疎通の困

難 さも大 き く影響する。勿論、 日本企業が技術移転を促進 させるために様 々な努力 を行 うのは、

海外子会社工場での生産 コス トを低下させ、その後高い収益 を回収 しようというイ ンセンティブ

が作用するからである。そして、生産コス トの安い迂回生産供給基地 において、親会社は短期間

に一定 レベルの高品質製品を生産 しなければならない。そこで操作技術のみならず、品質管理や

生産管理体制 までも全て移転する労力 を要求 される。

インドネシアへの投資環境 において、各々企業 レベルのグローバルな経営戦略を検討 してみる

と、 日本企業の場合、欧米系や華僑系資本に比べて、長期的な視点からの経営が特徴 としてあげ

られる。例 えば企業内での人材育成、部品産業の育成や誘致、内部留保か らの投資等において、

地道に伝授 し推進することで経営上の効率性や優位性を確保 しようという実態が見 られる。

さらに、現地における部品産業の集積は、その品質や納期の確保お よび調達コス トの切 り下げ

とい う面で も特に重要になって くる。インドネシアは、労働 コス トにおいて、アセアン諸国の中

で圧倒的な競争力 を有する。問題 は、労働 コス トと部品お よび原材料調達 コス トを含めた トータ

ルコス トで本当に競争力を持つかである。例 えば、部品調達 コス トを下げるためには現地調達比

率 を上げる必要がある。 しかし、ローカルのサポーティング ・インダス トリーが育成 されていな

い現状では、 日本からの部品産業の誘致 もしくは自社工場での部品の内製化 は不可欠である。つ

ま り、このような現地でのサポーティング ・インダス トリーを確保で きては じめて、日本企業 に

よるインドネシアでの 「世界市場向けの最適輸出拠点」作 りは進展すると考 えられる。

所変わって、シンガポールに近接するバタム島は、独 自の経済発展を達成 していて、日本から

の輸出志向型製造業の進出および部品産業の集積が顕著である。面積 はシンガポールの約3分 の

2で 、その南東20kmに 位置する自由貿易区域バ タム島は、イン ドネシアで唯一の全島保税地区

に指定されている。1990年8月 に、シンガポール政府 との問に締結 された 「リアウ州開発構想 に

おける経済協力合意」 を契機に開発 に拍車がかか り、経済活動の重点地域 としての開発が本格化

する。イン ドネシアのバタム、シンガポール、マ レーシアのジョホールをまとめて 「成長の三角

地帯」と称 し、この地域への外資導入が盛んに行われてきた。その成功の鍵 は、情報、金融、物

流および販売 などの総合的な都市機能を持つシンガポールと、低賃金労働力 を豊富に抱 えるバ タ

ムやジョホールが一体化 し、それらを拠点 として生産 されたハイテク製品をシンガポール経由で

輸出可能に したからである。3ヶ 国は 「成長の三角地帯」の開発にあたって、それぞれが自国の

優位な点を他国に提供 し、欠けているものを相互に補完 しなが ら地域全体で開発効果 を上げてき

た。

ところで、バタム島の中心部ムカクニ ングに立地するバ タミンド工業団地 は、1990年 の設立

以来、シンガポール とインドネシアの政府合弁事業で運営 され、電気 ・電子機器関連企業を主 と

して誘致 してきた。1999年2月 現在、87社 の企業が工業団地に進出し、その うち日系企業は44

社になっている。それ以外に団地外 で単独稼働する日系企業 も多 く10数 社 にのぼる。工業団地

は、産業基盤が充実 してお り、独 自の発電設備 をはじめ上下水道お よび4万 人以上収容できる従

業員宿舎 ドミトリーが完備 されている。その面積320haの 工業団地内で、現在約6万 人の労働者
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が働 い てる。

2ね じ類製造 メーカーA社 イン ドネシアエ場(1999年5月6日 現地調査)

2-(1)イ ン ドネシア進出の動機及び会社概要

A社 は、1985年 にインドネシアでね じ類 の生産工場の操業を開始 し、1992年 に現在の工場が

あるマニス工業団地(ジ ャカルタ西隣のタンゲラン市内)に 移転 してきた。1985年 当時は、代

理店経由でね じをインドネシア国内に販売 していたが、内需の拡大が予測 されたのでジャカルタ

近郊に進出して きた。進出当初、日系企業か らの発注は数える程度であった。 しか し、イン ドネ

シアで精密ね じを作れる外国企業はA社 のみであったので、日系企業か らの発注を独占的に確保

できた。1996年 までは、 自動車産業が好調で 日本のサポーティング ・インダス トリーの進出 と

拡大ブームのなか、3交 替シフトで機械 をフル稼働 させる状態であった。ところが、1997年 の通

貨危機後、ヤンマー、ヤマハそして トヨタ等 の自動車関連内需志向型ユーザーか らの注文が激減

した。現在では、 ソニー、エプソン等家庭電化製品および音響機器関連の輸出志向型ユーザーか

らの発注が好調であるのに留 まってい る。一昨年 に比べ、全体 として生産は25%ダ ウンした。

そのため、従業員 を100名 削減 し、2交 替シフ トの生産体制 に移行 している。現在、従業員は225

名で、そのうち事務スタッフは60名 である。

2-(2)技 術移転の方法 ・状況

工場内には、 日本から輸入 した原材料であるステンレス、アルミお よび鋼材 を適当な長 さに切

り、ね じの頭 を作 るヘ ッダーという機械が61台 設置されている。それを、ロー リングという機

械が44台 設置されていて、擦るようにね じ切 りする。次 に、13台 設置ある先割 り機 によってね

じ先を割る。そ して、ねじの形に出来あがった製品を800度 の温度で焼 き入れ、400度 で焼 き直

し、洗浄後メッキを施 して選別、出荷するという工程になっている。選別は、全数検査のためほ

とんど人手に頼 るが、場合によっては日本か ら持ち込んだ2台 の自動選別機を使 っている。人手

による検査の欠点として、異物混入を見逃 しやす く、自動ねじ締め機を使 うメーカーの生産ライ

ンをス トップさせ る危険性がある。

工場の立 ち上げ時 には、日本から技術指導のスタッフを派遣 した。毎年、2～3名 を3ヶ 月程

度日本で研修させてお り、またマレーシアや タイの関連工場へ技術研修 させている。しか し、 日

本研修の場合、技術研修 というより日本での高い給与を目当てにして行 くという側面が強い よう

だ。1996年 までは、3交 替シフ トで機械を稼働 させていた。日本ならば1人10台 の機械を受け持

つ ところ、イン ドネシアでは1人4台 しか操作出来ず、そのため多 くの労働者を雇わざるを得な

かった。 しか し現在では、通貨危機による内需不振 とい うこともあって、2交 替 シフ トの生産体

制に移行 している。その他、不良率の問題で、熱処理 とメッキの工程は、日本人の監視がないと

不良品が出やすいのため4人 の日本人スタッフを常駐させているが、不良率10%を 下回ることは

ない。日本人スタッフ退社後の夜間は、ローカルのスーパーバイザーがコン トロールすることに

なるため、不良率は更に15%に なって しまう。 また、作業標準 はあるものの、ローカルのス タ

ッフが勝手 に変更するといった手違い もしば しば起 こる。今ISO9002取 得のために、販売、製造

およびデザインを含めた体系的なマニュアル作 りに取 り組んでいる。ね じを打つ機械の定期的な
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オーバーホールについては、ローカルのス タッフの手に委ねられるようになってきてお り、また、
一般的な技術移転 も大半 は既に完了 している

。 しか し、熱処理炉 とメッキ装置のオーバーホール

については、いまだ日本か ら派遣 されて きた技術者に頼 らざるを得ない状況である。

昨年までは、アス トラ ・グループが36%の 株主であ り、スタッフレベルの人材 はアス トラか

ら出向していた。その矢先、アス トラが 自動車 と無関係な株 を清算する方向へ傾いたため、A社

がその株 を買収 し外資100%企 業になった。その結果、親会社の意向だけで投資を決められるよ

うにな り経営 も容易になった。一般的に日本企業は、100%株 式所有の形で工場を立ち上げると

いった直接投資を行って、会社内のネッ トワークを利用 して技術移転することを好むと言われて

いるQ

A社 における労働者は、高卒以上の人材を新聞やロコミを通 じて募集す るが、その定着率は高

く10年 勤続者が20人 も出てきた。ね じの生産には、職人的気質が要求 されるため、一人前にな

るのに10年 以上かかるといわれている。今のところ、人員をこれ以上増やすつ もりはな く、自

然減を補充するだけに留 まっているためここ数年定期採用 をしていない。
一般的に、イン ドネシア人労働者は機械い じりが好 きで作業の飲み込み も早い。労働者の初任

給は、食事手当 と交通費込みで、33万 ルピア、 日本円に換算 して約5千3百 円程度である。スタ

ッフについては、内部昇進者が多 く、その平均給与は44万 ルピアになっている。従業員225名 の

うち、女性 は40名 のみで残 りは男性である。ジョブ ・ローテーションについては、大 きな配置

転換はしないが適宜行っている。

2-(3)技 術移転上の課題 ・問題点

インドネシア人スタッフは、 日本人技術者からOJTを 通 じて取得 した技能や、社外研修および

日本研修で学んだことを他のスタッフに教 えようとしない。それは、自分が苦労 して身に付けた

とい う知的熟練の占有意識の強さが原因である。技術移転後、製品を効率よく生産するためには、

技術や知識 を個人の ものにするのではな く、企業の共同資産として共有する方が望ましい。しか

し、集団性やチームワーク等必要 とする環境や風土が育たないため、技術 の縦横への広が りが見

られない。また、中間管理職の人材の育成不足により、彼 らの指導力 を必要 とするオペ レーター

の管理が不十分である。

会社内でのコミュニケーションは、共通言語であるインドネシア語で行 われるが、日常会話に

おいては問題ないものの、経営サイ ドの要望や、労働者の志気を高め動機付けによって向上心を

維持させるといった意図をローカルのスタッフに全 て伝えきれずにいる。また、会議において も

意志の疎通 に困難 をきたす ことがある。

タンゲ ラン地区は、繊維やお もちゃ等の労働集約型工場が中心で、低賃金労働者が多い。ゆえ

に毎年、労働争議はこの地区か ら勃発 している。そのためインドネシア政府は、外国企業に対す

る悪評を恐れて、今後当地 には工業団地を建設 しない方針に決めた。 よって現在では、工業団地

へ通 じる道路の補修等 も、既存の企業で出さざるを得ない。実際、年に2回 補修するアスファル

トは薄 く、道路のあちこちに窪み も見 られた。

輸入税については、輸出すれば税が還付 される輸出 ドローバック制度が存在するにもかかわ ら

ず、請求 して も還元されないうえ、役所への裏金が要求されるな どルールが不透明である。特に、

税金に関す る解釈は不明確であ り、還付が大幅に遅れるなど問題点が多い。このように、イン ド

ネシアでは今後の課題として、法令の曖昧さや税金運用の恣意性に関する改善が求められる。
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文化的な問題点 としては、イスラムの断食(ラ マダン)の 時期 に、不良品の割合が増 え基準達

成率 も大幅にダウンする といった、生産効率の低下がみ られることである。 しか し、宗教に関し

ては、寛容 に対処 し一時期の効率低下を甘んじつつ、ローカルに同調するよう努めている。

通貨危機の影響 については、ルピア安の影響で、日本からの輸入資材が通常の2倍 の価格にな

り、逆 に輸出ねじ類の売上金額が2倍 以上になった。 しかし、資金調達面での借 り入れが存在す

るため、現地通貨ル ピアによる返済は、借金が2倍 以上に膨 らむ結果 となり相当苦戦 しているよ

うである。

3オ イルシール製造 メーカーB社 イン ドネ シアエ場(1999年5月7日 現地調査)

3-(1)イ ン ドシア進出の動機及び会社概要

B社 イ ンドネシア工場 は、ジャカルタの東側に隣接するブカシ県のMM2100工 業団地に1996

年5月 に設立された。B社 は、 自動車、航空機、鉄道車輌および産業機械等 に使用 される油の外

部漏れ防止のための密封装置オイルシールを主に生産する。その他カメラ等の密封装置リングも

生産する。オイルシールの月産は230万 個 になる。現在、従業員 は240名 で、日本人ス タッフ4

名が常駐する。

オイルシールの製造工程では、まず最初 に、巻かれた鋼板 を打ち抜 くス タンピング工程で出来

た金属 リングを洗浄 したのち接着剤を塗る。他方では、そこへ はめるためのゴムを輪切 りにして

切断する。この両工程で出来たゴムと金属管を、 ゴム成形機械 を利用 してゴムを管 にはめ込み、

260度 の温度で熱処理 して余分なゴムを切 り取る。その後、補強のためのスプリングをはめ込み

仕上げる。材料および部品とも抜き取 りで検査 し製品 として出荷する。

B社 は、1973年 に、生産基地 としてシンガポール工場で操業を開始 してお り、既 に東南アジア

での海外生産経験 を何年 も持っていた。シンガポールにおける賃金 コス トの高騰 と、政府の高付

加価値産業誘致への政策転1奐にともない、1988年 に低賃金労働力を求め、輸出志向型生産拠点

としてタイ工場で操業を開始 した。そ して、1996年 には、イン ドネシアの現地市場向け供給基

地 として、ジャカルタ近郊に工場を設立する。
　

当のオイルシールは、多品種少量生産のため、ある程度のマーケ ットがないと採算がとれない。

しか し、現地のマーケッ トは、現地に進出しない と確保で きないため、タイやシンガポールで生

産 していたものと同じ製品を作るつ もりでイン ドネシア工場を立ち上げた。原材料は、シンガポ
ール経由で5割 を日系企業か ら、その他を欧米系か ら輸入 している。

アジアの通貨危機では、800万 ドルの借入金が、為替差損 によって2倍 の返済額 になる事態 と

なった。 イン ドネシアに進出した日本企業がオフショア ・マーケ ットで借 り入れた り、日本の本

社から貸付を受けてルピアを運用 し、一定期間後 に円や ドルに再換算 して返済する場合、今回の

通貨危機 のような、ルピアの価値が一方的に下落する状況 においては、海外子会社がより多 くの

ル ピア獲得 を強られる、 といった外貨返済圧力 によって経営が一層困難 となる。 しか し、B社 の

場合、それ以外の通常の資金運用においては、通貨安は損益 に大 きな影響を与えなかった。

3-(2)技 術移転の方法 ・状況

B社 イン ドネシア工場立ち上げに際しては、同社 シンガポールの子会社工場から技術支援 を受
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けた。また、工場建設中には、その子会社工場があるバ タム島(イ ンドネシア領)で 、オペ レー

ター70名 を3ヶ 月間研修 させ、10名 程度のス タッフは、シ ンガポールの子会社で訓練 させ た。

さらに、イ ンドネシア工場 を設立するとい う時点で、シンガポールから20名 弱のエ ンジニ ア等

が工場へ応援に来て技術指導を行った。その応援スタッフの中に、イン ドネシア語と共通点の多

いマ レー語を話せる人間がいたので、オペ レーターに対する指導がスムーズに捗った。

さらに、作業工程のマニュアルも、シンガポールから持ち込んだ英語版 を現地のスタッフが一

部インドネシア語に翻訳 していたが、どちらかというと、当初は作業 をOJTあ るいは実地訓練で、

シンガポールのスタッフか ら学ぶ状況であった。現在 は、ローカル ・スタッフだけで生産可能に

なったものの、機械が停止 した時には、シンガポールの技術者 に応援を頼んだ り、また、治具 に

関する改良については、 日本の福 島工場やシンガポールの子会社への照会が必要 となるなど完全

に独立運営可能な段階には至っていない。現在は、正 しい治具 を正 しい使い方で生産するよう教

えている段階である。

以上のように、様々な課題を抱 えつつもイン ドネシアでは、規制緩和や優遇措置により、外国

企業 をはじめ、 日本企業にとって人材、情報および資金 を誘致することが容易 になりつつある。

3-(3)人 材の募集 ・育成および労務管理

オペレーターの募集については、ブカシ県の労働省に募集の届出と広告を出して、高卒以上 と

い う条件で近隣から集めている。従業員の男女比率は女性が7割 となっている。スタッフについ

ては、新 聞広告 をはじめ労働省の広告や大学への掲示等 を通 じてインドネシア全土か ら募集 して

いる。2、3名 の募集 に500名 以上が応募 して くるものの、管理者 としての基本能力に欠けている

者が多い。課長 クラスでは、ISOやQCサ ークルを経験 した日系企業の経験者 も多 く含 まれる。

また、人材の育成はOJT方 式で行 うものの、中間管理職の人材 は、採用後見当違いであることが

多い。 日本人スタッフ1人 が何百名 という現地オペレーターを教えていたのでは大変 な労力がか

かるため、まず ローカル中間管理層 に教育を施 し、次に彼 らがオペ レーターに対 して作業手順な

どの教育 を行 えるよう環境を整えている。定期的、計画的なジョブ ・ローテーシ ョンは行われて

いないが、その都度職場内の配置転換は行 われている。

3-(4)今 後の技術移転上の課題

最 も深刻 な問題は、ローカル中間管理職の能力不足である。日本から派遣された工場現場での

長い経験 を有するスタッフが、現地オペレーターを教 える間は順調である。 しか し、その後 を引

き継いだローカル中間管理職が役割を代行する状況になると、最低限必要な現場での知識や、部

下を指導 した り部下の才能を評価する能力 に欠けているため事態は難航する。技術移転を定着 さ

せるためには、導入する側の熱意、導入のための教材(資 金)お よび受け入れ側の適応力が必要

である。にも拘 わらず、それ らを連結する役割を担 う肝心の現地中間管理層の人材が不足 してい

ることは致命的である。採用の段階で優秀 な人材が見つか らない場合は、彼 らをOJT方 式により

企業内で訓練するほかないが、それには時間がかかるため即戦力 として期待できないのが状況で

ある。
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4排 ガス規制用触媒の担体製造 メーカーc社 のイン ドネシア工場

(1999年5月7日 現地調査)

m(1)イ ン ドネシア進出の動機及び会社概要

C社 インドネシア工場は、1997年7月 に、本社セラ ミックス事業部の商品を作 るため、ジャカ

ル タ東側 に隣接するブカシ県東ジャカルタ工業団地EJIPに 設立され、現在 も工場 を拡張中であ

る。同工場の製品は、自動車排ガス規制が進んでいないイン ドネシア国内向けではなく、環境問

題 に厳 しい 日本や欧米へ100%輸 出される。従業員は、 日本人スタッフ6名 を含め106名 である。

輸出志向であるが、C社 のインドネシア進出 目的は、他企業 に見 られるような低賃金労働力 を期

待 してではないので、生産ラインはすべて機械化お よび自動化 されており、そのため現在建設中

の第2生 産ラインが完成 してもせいぜい140人 体制で操業できる仕組みになっている。生産の動

向は、 日本 とアメリカの自動車産業の動向に左右されるが、現地通貨の変動 による為替差損の影

響はほとんどない。本社や海外の他工場 と同品質の製品を生産するため、共通の原材料 を使用 し、

ドル建てで調達する。ただし梱包材のみ現地で調達 している。機械類は本社工場 と全 く同じもの

を日本から円建てで調達 した。なお輸出はすべて ドル建てで行う。現在 は、操業 まもないため赤

字であるが、通貨安の影響で ドルの借 り入れ資金が現地通貨で3倍 の価値 とな り、現地における

人件費等の固定費を調達するのに差益が発生 した。

C社 インドネシア工場設立の理由は、環境問題等の世相のあお りを受け、世界的に排ガス規制

用触媒の担体 に対する需要の拡大が予想されたため、日本の本社工場、ベルギー、アメリカの工

場すべてがフル操業状態にあるなか、なお新工場建設の必要に迫られたからである。さらに、同

社製品のセラミックスを焼 く窯に必要な天然ガスのパイプラインがEJIP工 業団地に来ていたた

め当地が選択された。

m(2)技 術移転の方法 ・状況

はじめに、機械類を日本から持ち込み、同じく日本から派遣されたエンジニアにそれ らを設置

させた。従業員の採用については、同社の製品を作るにあたって、イン ドネシアにおける他社で

の仕事経験は役に立たないため、未経験者のみを採用する方針 をとっている。それは、最初か ら

新卒者を教 える方が、他の社風 に慣れた経験者 より、他社では見 られないC社 唯一の技術的知識

を早 く吸収 してくれるためである。

製造工程 は、原料 を調合 して練 り、成形 した後、乾燥 させて窯で焼 くとい う順序になっている。

しか し技術移転は、当初第一期 として窯で焼 くという生産工程か ら開始された。それ以前の工程

で作 られる完成品に必要な材料で、例 えば壊れない乾燥品ならば、日本で加工 しインドネシアへ

持ってきて利用 していた。最初の1年 間で、ローカル ・スタッフが、以上の生産管理 を学習 しマ

ス ター した。現在では、全工程すべての技術移転が完了 し、粉から焼き工程 まで完璧に行えるよ

うになった。

この ように、C社 の技術移転は、製造工程 をい くつかに分割 し、海外の工場へ段階的に移転す

るとい う手法を取って きた。まず、窯で焼 くという工程から出発 し、次にローカル ・スタッフの

習得度合 いに応 じて前段階の工程を徐々に移転 していった。

立ち上 げの当初は、インドネシアに生産ラインがなかったため、 日本 にある本社工場で研修 さ
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せた。研修期間は、総数15人 のうちエンジニアが1ヶ 月、スーパーバイザーあるいはチームリー

ダーで重要な部門の作業 に携わる者は3ヶ 月であった。その後、工場が稼働すると同時に、 日本

からの指導員 を3～6ヶ 月程度現地に派遣 した。 しかし現在では、現場の指導 という形で日本か

らの派遣は行われていないにも拘わらず、日本企業は、技術進歩についていけるだけのより高度

な技術 を現地の従業員 に要求する。だが、インドネシアにおける教育制度は、 日本企業が要求す

る技術水準 を満たす レベルに達 していない。そこで企業は、質の高い労働力の不足 と技術ギャッ

プを埋める一つの手段 として、雇用後の日本研修 を準備 し、作業技能を習得させる手段を取って

いる。この ような研修は、技術や生産ノウハウの習得をはじめ、労働倫理の感受、実体験 として

「日本の工場では従業員が よく働 く」 という認識、 リーダーシップの養成および帰国後のマニュ

アル作成への取 り組みに効果が得 られる。

ローカル ・スタッフへの指導言語は、原則 は英語で、時には日本人が多少のインドネシア語 を

用いることもある。短大卒以上のスタッフの採用時に、英語でのコミュニケーション能力 を必須

としている。その一例 として、定期的な品質会議の場では、不良品が発生 した場合、何が起 こ り、

どう対応 したか等 を英語で ミーティングしている。インドネシア人は、元来の性格か ら安易 に妥

協 して しまう所があるので、5S(整 理、整頓、清掃、清潔、躾)を 徹底的に実施 している。

モノ作 りの成形ラインまでは、2交 替シフ トで操業 しているが、その他 は1シ フ トを敷いてい

る。建設中の第2成 形ラインが完成すれば、他の工程 も2交 替シフ トにするという。指導マニュ

アルは、ローカルスタッフが日本研修から帰国後作成 したものがあったが、自動車産業ではビッ

グ3が 独 自に決めた品質水準 をクリアしなければならない ということで、去年ISO9002を 取得 し

た。その過程で、作業標準 を整備 し、一般のオペ レーターでも、それを見て簡単に作業で きるよ

うになった。工程を知 らずISOを 知 らない者が、仕事 をしながら書類を作成 し、ISO9002を 取得

す るのは大変であったが、完成後 は作業が楽になった。

m(3)人 材の募集 ・育成および労務管理

オペ レーターは、原則 として新卒 を採用 し1年 契約にする。1年 間様子 を見て良い仕事をする

人材 は、1年 前からということで正社員扱いに しているが、駄 目な人材は1年 契約を更新 しない。

オペ レーターへの面接および試験は大変厳 しく、毎月15名 しか採用 しない。本当に良い人材 と

いえるオペ レーターのみ採用 しているので全体的にレベルは高い。

当初立ち上げの時にのみ、人材募集 にリクルー ト会社を利用 していた。 しか しそれ以降は、新

聞広告や短大および大学の掲示板 を利用 し新卒者を募集 している。スーパ ーバ イザーは大学卒、

チームリーダーは短期大学卒で、いずれも日本人の社長が面接 し採用を決定する。ただ し、経理、

物流お よびメンテナンスのみ大卒3～4年 の経験者 を採用 している。新生産 ラインが完成すると、

5ラ イン必要 になるので、労働者の中か ら優秀な人材を見抜いてチームリーダーとして内部昇進

させる予定 という。

インドネシアの労働者は、同じ仕事 に専念 している方が能率があがるので、工員の定期的、計

画的なジョブ ・ローテーションは実施 されない。つまり、製造部門間の移動を通 じた多能工化は

行 わない。ただし、窯の出 し入れ作業のみ重労働であるため、適当な時期 に移動 させるなど配慮

を怠 らない。スーパ ーバイザーやチームリーダーのクラスは、配置転換 を予定 している。

給与水準については、高卒の場合、1年 間真面目に働いていれば1ラ ンク上に昇進させて30%

の昇給をする。短大卒以上では、優秀な者 と劣位者 を厳格に区分 して、給与差をつけている。定
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期昇給 については、昨年度 の4月 に44%の 物価上昇があったので、25%の 賃金上昇 を認めた。

また、ラインの完成時およびISO取 得時に、報酬の意味を込めて、不定期に賃金を引 き上げた。

遅刻 と欠勤 については、厳 しくする。6回 欠勤すれば、皆勤手当を支給 しない。また、有給休

暇以外の欠勤は、真面目に働 く者に示 しをつけるため、医師の診断書があっても賃金をカットす

る。そのかわ り皆勤手当を厚遇 している。

4-(4)今 後の技術移転上の課題

日本で行 っている製品のデザインを除いて、現地で管理される納期、生産管理お よび品質管理

等では問題点が多 く、これ らの業務は日本人が担当せざるを得ない状況である。そのため、100

名の現地従業員 に対 して、 日本人スタッフを6名 も配置 しなければらなず、 コス ト高の要因にな

っている。通常のオペ レーシ ョンでは、技術移転が済んでいるものの、異常時における対応は、

未だローカルにすべてを任せることはできず、 トラブルの発生時には、各部門に配属 されている

日本人スタッフが対応 している。 しか し、ローカルス タッフにとって、過去に蓄積 された経験が

不足 しているため、異常時に対応できないだけであって、任されている仕事の範囲 と責任 とい う

レベルでは、日本の本社で採用 される大卒スタッフより能力的に上である。 というのも、現在の

大卒後2～3年 の日本人スタッフでは、責任 を持た されオペレーターを使 うことはとても出来な

いか らである。従業員の平均年齢は25才 で、現場に限っては平均22才 と非常に若いので、今後

の人材の成長に期待で きる。

ほとんどのオペレーターはイスラム教徒 であるので、それに見合 った配慮 を忘れず行い、労働

生産性の維持 に心掛けている。例 えば、礼拝所 を確保 し金曜 日のお祈 りには間に合 うよう10分

早 く昼休みを設定する、あるいは、ラマダン時期(断 食月)に 、2交 替シフ ト目の食事時間を変

更 し、夕方5時 の仕事開始後、夜8時 には食事時間を早めに設定 し食べ物を取 らせるよう努める

等である。

5電 子機器製造 メーカーD社 のイ ン ドネシア工場(1999年5月6日 現地調査)

5-(1)イ ン ドシア進出の動機及び会社概要

D社 イン ドネシア工場 は、ブカシ県の東 ジャカルタ工業団地EJIPに1992年2月 に設立された。

主に工業用 と民生用のリレー、リレー用ソケ ットおよびスイッチ等を生産 している。 これら同工

場における生産品は、テレビ、ビデオお よびエアコン等の家電製品やファックス、 コピー等の

OA器 には欠かせ ないコンポーネントであ り、世界各国に輸出 されている。輸出先の中で も、

ヨーロッパ とアメリカ向けが65%と 圧倒的に多 く、次いで成長著 しいアジア向けが35%と なっ

ている。同工場は、D社 ブランドの最終製品を海外マーケットへ供給する基地の中で、特に手組

み作業において、世界ナンバーワンの低コス ト製品を供給できる工場を目指 してきた。

現在同工場は、従業員数1,200名 で、スイッチを月600万 個、リレーを月200万 個生産し、週に

1回 コンテナで出荷する。 しか し、ピーク時点から比べると20%程 度出荷が落ちている。部品の

現地調達については、原材料 を日本から輸入 しているものの、加工後の部品は100%現 地で調達

で きるようになった。金型プレス と接点(コ ンタク ト)は100%現 地の日系企業か ら調達 し、プ

ラスチ ック成形 とコイルの巻線 は50%を 内製、残 りの50%を 現地の 日系企業に外注 している。
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ローカルの企業から調達するのは梱包材のみにす ぎない。

インドネシアに進出してきた理由は、アジアで操業が早かったマ レーシア工場以外 に、人件費
が安 く労働集約的な工場を設立 したいというD社 本社側の経営戦略による。1990年 前後に、マ
レーシアの労働人口不足から生 じる生産のボ トル ・ネックが予想 される中で、数ある候補地の中

から、消去法 により立地場所 としてインドネシアが選択 された。ちなみに、他の候補地であった

中国とフィリピンは、政治お よび治安面で問題があ り、またバ ンコクは交通渋滞の問題があった。
進出当時の1992年 は、税制上の優遇措置が少な く、外資系企業の進出著 しいタイやマレーシア

に比べ ると・政府の ビジネス ・インセンティブが皆無 という不利な状況であった。
しか し、操業前に、インドネシア語と共通点が多いマ レー語圏のマレーシアの工場で、300人
のイン ドネシア従業員を技術指導できたのは、訓練 コス トの面で大変有利 に作用 した。 よって、

工場の立ち上 げはとて も順調 に事が進んだ。

現時点では、顧客がタイに多いため、 タイ市場で苦戦を強いられているが、近い将来、日系企

業のイン ドネシアへの進出により、シェアの拡大が期待できそ うとのことであった。

部品をほとんど内製化 しているマレーシア工場と比べると、インドネシア工場は、まだ外注部

品が多いため、多少品質的に落ちる確率は高い。 しか し今や、同一のD社 のブランド製品として

世界市場で販売可能となるまで成長 した。

5-(2)技 術移転の方法 ・状況

技術移転後の状況 について、イン ドネシア人は、何事に対 しても素直で吸収力があるので、 も
の作 りには最適な国民であると言える。生産 ラインのオペ レーターは95%が 女性で、日本のア
ッセンブリ ・ラインでは1交 替勤務(1シ フ ト)で 稼働するところを、イン ドネシア工場では2
シフ トでこなすことが可能になり、その分必要としなくなった土地や建物を、一部を売却するこ
とができた。

最初の工場立ち上げ時には、ローカルのスタッフを6ヶ 月、同じくローカルのエ ンジニアを1
～2ヶ 月間、マ レーシア工場へ研修に行かせ、その後 日本人技術者4～5名 が、3ヶ 月程度現地で

技術指導を行 い移転 を徐々に進めていった。オペ レーターが作業するのに必要なマニュアルにつ

いては、マ レーシアと日本か ら、英語で書かれた資料が持ち込 まれ、係長クラスによってインド

ネシア語に翻訳 されて作成された。イン ドネシア人は、もともと手先が器用なので、点検 を繰 り

返 しながら根気 よく教えていけば、時間はかかるが手作業などではいったん覚えて しまえば、 き
わめて高い熟練度 を示す。

ニューモデルを生産するときは、当初、生産機械類を日本から持ち込み、指導 も日本人技術者

に頼 る一方であったが、操業開始4年 目からニューモデルを生産するための機械を現地で作れる

ようになった。イン ドネシアの技術者が2週 間程度 日本研修に行 き、日本人 と共同で設計 した り、

機械 を一緒に操作 しながらチェック ・マニュアルを作成 してくる。そ して、イン ドネシア工場内

にある機械の設計ルームで、ローカルスタッフ自身が、見よう見 まねで治具、パンチプレス、検

査器等の専用機械 を内製、化 している。それによって、 日本で作れば3 ,500万 円 もする機械が、800
万円程 で製作可能になった。ただし、検査用の高級設備 などは、 日本から購入 して、その修理、

保守お よび指導をシンガポールにある購入代理店 に委ねざるをえない。また、部品の内製工場は、

日本製の機械 を導入 してほぼ全 自動化 されている。その他、金型や必要な材料は日系企業に外注

している。
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5-(3)人 材の募集 ・育成および労務管理

オペ レーターの募集については、近隣から集めると、両親 と同居 しているため何かと仕事への

集中度が落ちるので、主に中部 ジャワを中心 とした田舎のエージェントを通 じて集めている。豊

富な自然環境 と天然資源に恵 まれたインドネシアでは、人々は 「のんび り」 した風土の中に育ち、

あえて他人と競争 してまであ くせ く働かなくとも飢えて死ぬ心配はない。貧困層が多い田舎では

なく都市部か らオペレーターを募集す ると、 日本人が意図するところがなかなか新人オペ レータ
ーに伝わ らない。

D社 では最低限高卒 を採用の条件 との方針 をとっている。エージェン トへの紹介料 は1人 当た

り3～5千 円かかるものの、その方が、規律を守 り残業に協力的な労働者を見つけられる。週13

時間まで という残業に対する法的規制があるため、1日2時 間の残業が限度であるが、2シ フトを

敷いているので残業の必要はあまりない。むしろ平 日よりも土曜、日曜の出勤が残業のメインで

ある。

スタッフの募集については、新聞広告を通 じてインドネシア全国か ら広 く集め られる。主には

オペ レーターと同じくジャワ出身者であるが、ス タッフに関してはスマ トラ出身者 も多い。人材

の育成は、OJT方 式で行うのが基本である。その一環 として、従業員の仕事に対するインセ ンテ

ィブ強化 を目的とし、 日本へ1ヶ 月程度の研修 に行かせる。当のローカルスタッフは、 日本の生

産システムを見学 してその高度 な技術に驚いて帰国するという。

定期的、計画的なジョブ ・ローテーシ ョンは行 っていないが、マネージャークラスの配置転換

は行っている。設計部門から製造部門へ配置転換することもある。それより下のスーパーバイザ

ーやラインリーダーのクラスになると、職務分担 を専門的に細分化 して個人の領域 を明確にして

いるので、ジョブ ・ローテーションは行 っていない。また、夜問大学や英会話学校 に行 く者 につ

いては、本人のやる気を認め早 く昇進 させている。

従業員数については、1998年 の7月 に1,400名 までいったが、去年の12月 に1年 契約社員の200

名 を契約更新 しなかったので、現在1,200名 の正社員だけになった。今後の生産増に対する労働

力調整については、契約社員の増員で対応す るつ もりである。

5-(4)今 後の技術移転上の課題

イン ドネシアでは、人材定着率が良 く、1,200人 いる従業員のうち、1ヶ 月で退職するのは3～

4名 である。その理由は、隣国マレーシアと比較 して、人口が多い割に求職が少な く、それゆえ

失業率が30%を こえる現実を見越 して転職 しないからである。定着率の高 さにともなう平均年

齢の上昇は賃金 コス トの負担 になるものの、技術移転には好都合である。なぜなら、教育および

訓練 した技能が、企業内部 に確実に蓄積 してい くか らである。同工場では、人材の定着率の高さ

を確認 して金型の内製化 を始めた。

技術移転について、当初は見 よう見 まねであった ものの、ローカルスタッフが機械 を組み立て

られる段階を早期に達成で きたし、決め られた範囲内では、工程の改善 も任せ られつつある。ま

た、類似 品を作る段階においては既 に技術移転 を完了 している。1994年 には、国際的な品質の

規格であるISO9002を 取得 し、1997年 にはISO14001を 取得 した。

しか し、技術移転上の問題点 は、顧客からの微妙な形状の変更要請に対 して、自ら新 しいアイ

デアを提案 し、応 じてい くことに課題が残 ることである。また、顧客からのアイデアや要望をモ
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ノの形にするというレベルに達するまで、5年 はかか りそ うである。新技術への対応では レベル

アップしてきたが、新製品の開発や、不測の事態への対応などの面では、まだまだ力不足であ り、

今後はさらに一歩踏み込んだ技術移転が求められている。

今後の課題 として大切なのは、従業員から出される給与アップ要求に、どの程度答 えてい くか

である。というのも、世界市場における中国製品とのコス ト競争を考慮 しなければならないから

である。高卒の初任給は、昨年度まで基本給、食費、交通費およびボーナスの合計で、一人当た

り45万 ルピア(日 本円に換算 して7,000円)で あったものが、今年の賃金改定で55万 ルピア(約

8,000円)ま で上昇 した。近年インドネシア政府 も、 日本 をはじめ とする外国の投資が中国やベ

トナムなどの投資 ライバル国に 「逃げる」 ことには強烈な対抗意識 を持ってお り、外資導入のた

めの規制緩和 を必死 に行っている。

EJIP工 業団地には、NEC、 東芝、エプソン等の超優良企業が多 く立地するため、競合する企

業間での人材獲得合戦に勝ち残 るため、賃金水準を10～15%程 度、他の工業団地よ り高 く設定

しなければならない。同社では、労働組合があるものの、今の ところ労働争議の経験はない。 し

か し、工業団地の近辺では、昼の食事がまずい、福祉手当が不十分、従業員の送迎がない等の労

働条件 を理由に争議が発生 した。こうした労働争議 は、組合がない企業で発生することが多いと

いう。

イスラム教への対応について、例えば、腕を出すことを嫌がる宗派の女性 にはそれなりの作業

服 を準備 し、お祈 りのための礼拝所 を設置 した り、宗教行事がある日は欠勤を認め、ラマダン

(断食)時 のシフ トは、早めの出勤早めの帰宅を許可 している。断食明けの1週 間から10日 間は、

会社の生産ラインをス トップし、ワーカー達の帰郷 にあてる。そのことでは、これまで顧客に迷

惑をかけたことはないという。日系企業は、イン ドネシア人の行動や考え方 に影響を及ぼす文化

や生活習慣 に対する理解を示 し、現地 との調和 を図りなが ら節度 をもった経営姿勢を要求される。

6HDワ イヤー加工組立 メーカーE社 バタムエ場(1999年5月3日 現地調査)

6-(1)バ タム進出の動機及び会社概要

E社 は、1994年6月 にインドネシア ・バ タム島で操業を開始 し、ハー ドディスク装置用ワイヤ
ーハーネスの加工組立 をしている

。当初、同社バタム工場 は、シンガポールの巻線工場の分工場

的な位置付けで稼働 したが、現在ではオペ レーター1,600名 、スタッフ97名(日 本人6名)の 陣

容になった。オペ レーターは2年 契約で、更新されない者は故郷へ帰 る。ただ し、需要に生産が

追いつかない場合には、契約が切れても2～3ヶ 月程会社 に残ってもらうこともある。

同社のバ タム工場では、HDワ イヤーハーネス部品の基本材料であるワイヤーとチューブを日

本か ら輸入 して、チューブの中にワイヤーを組み込んで、週に2回 、3日 分の製品をIBMの タイ

工場、ハンガリー工場、 フィリピン工場等の海外の顧客に出荷 している。1998年10月 から、為

替差損を回避するために、原材料の調達 も、製品の輸出 もすべて米国 ドル建てにしている。1997

年1月 には、従業員数は最高の2,000名 になったが、1998年 に一部の製品の売 り上げが減少 した

ため、現在 は1,600名 のオペ レーターで稼働 している。今年 は生産が回復基調であるため、若干

の増員が予定 されている。常時800名 弱の女性オペ レーターが、2交 替 シフ トで昼夜機械 を稼働

させている。
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同社バタム工場の製品(ワ イヤーハーネス)が 市場 に出るまで、モーターの巻線(マ グネッ ト

ワイヤー)を 製造する日本の本社工場 において、10年 程度の開発期間を必要 とした。次 に、そ

の製品の生産ラインをどこへ設置するかとい う段階で、日本では試作段階の製品を、い きな りバ

タムで生産するのは危険であるという認識の もと、採算を無視 して、 シンガポールに試験的な小

規模 ライン工場 を1992年 に設立 した。

6-(2)技 術移転の方法 ・状況

E社 がシンガポール工場 を立ち上げるに際 して、日本の本社工場でサ ンプルを試作 していたの

で、オペ レーターとエンジニア約20名 を、1ヶ 月間日本へ研修 させた。1994年 の時点で、MRヘ

ッド用のワイヤーハーネスで顧客が確保出来ることを確信 し、安い人件費で大量に労働力 を確保

できるバ タム島に工場を移管した。バタム工場の立ち上げ時には、マレー系のシンガポール人が、

イン ドネシア語 と共通点の多いマ レー語で、オペ レーターを指導 して くれた。 日本人 とローカ

ル ・スタッフとの会話は英語で行っているが、完全な意志疎通は困難な場合が多い。

工場では、4本 の色分けされた金メッキ線 を機械でッイス トさせ、女性オペ レーターが、治具

を利用 し手作業でチューブに組み入れる。そこにレーザー加工による被膜カットを施 して、人手

を使った全数検査後、MRヘ ッ ド用ハーネス部品に仕上げるという工程である。MRヘ ッ ドの製

造 には、 自動化できない部分が多 くあるため人手を必要とする。全数検査後、数ミクロンのワイ

ヤーハ ーネスに顧客からのクレームが くることもあ り、そういう時は、日本の本社 に連絡 して、

製品上 どんな トラブルがあったかを説明相談 し、 日本から技術者 を派遣 してもらい現地で指導を

請う。 また、新製品の導入時にも同様に、日本人技術者の派遣がある。

ローカル ・スタッフは、若 くて経験の浅い者が多いので、 日本人スタッフとローカルの若いス

タッフとの橋渡 し役 としての、ローカル ・マネジャーの役割が重要になって くる。人事および購

買部門では、工場の立ち上げ時か らローカルが担っていたが、経理部門で良い人材が見つか らず、

当初 シンガポールのスタッフが担当 していた。 ようや く1996年 に、経理部門において も良いロ

ーカル ・マネジャーが採用で きた。それ以外に、品質管理 と工場部門に2人 のローカル ・マネジ

ャーがいるが、特に工場部門のマネジャーはようや く工程について理解 してきた程度であ り、工

程の改善 といったレベルまでは育っていない。今は、 日本人スタッフの意図を理解 させることを

優先課題 にしている段階であ り、5S運 動(整 理、整頓、清掃、清潔、躾)等 の管理面での指導

を、 ローカルが出来るようにしている。

6-(3)人 材の募集、育成及び労務管理

オペレーターの募集は、当初 リクルー ト会社 を利用 していたが、コス トがかかるため、現在は

労働省 のマンパワー ・オフィスに出向いて募集する。オペレーターは全員高卒で、スマ トラ島の

南部出身者が多い。バ タム島で採用する場合 には、工場の門前に貼 り紙をして募集する。ただ し、

バ タムという小さい島で、進出する他企業 との優秀な人材獲得競争は激 しく、オペレーターの質

は最近低下気味である。新人研修は、 まず会社の概要 と製品知識を教育 した後、10日 間、工程

での作業訓練 と品質検査 を行い、試験 をして、工程に従事 させ る段取 りになっている。最初は

15%ぐ らい出す不良率 も、4ヶ 月後 には2%程 度の水準 まで学習効果で低下 して くる。ジョブ ・

ローテーシ ョンについては、2年 契約のオペ レーターに関 しては、基本的に実施 されず、その契

約 を更新 した者について も、単機能主義で熟練をあげさせる。 しか し、スタッフ ・レベルではジ
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ヨブ ・ローテーションは行われている。

オペ レー ターの人材定着率 は非常 に良 くて、契約期 間中に辞めることはほとんどない。週40

時間を超えても残業に協力 して くれるうえ、全員女性であるので、手先が器用で何で も根気よく

作業して くれる。オペ レーターの月給は最初の3ヶ 月は食事手当込みで29万 ルピア(日 本円で約

4,600円)で あるが、毎 日残業 をするので2倍 程度の額になる。1年 後の月給 は32万5千 ルピアに

なる。オペ レーターの労働 コス トだけを考えるならば、アセアン諸国内での優位は明白である。

しか し、大卒スタッフになれば、給与水準は、120～170万 ル ピアのサラリーで、高給取 りのス

タッフでは250万 ルピアになる。高専卒のアシス タン トでは、80～160万 ルピアである。 このよ

うに、イン ドネシアでは、学歴による所得格差は大きい。

6-(4)今 後の技術移転上の課題

バ タムに工場 を構 える日本企業のほとんどは、高卒を工場従業員の応募資格 とする。インドネ

シアでの就学率 は33%程 度で、かつ若い世代の3人 に1人 は高校教育を受けているため、総人口

か ら見て、その供給 は十分 と見てよい。日本企業では、給与水準 も高 く福利厚生 も充実 している

ので転職する者が少ない。 また、オペ レーターの技術吸収力は高いので、マニュアル通 りに作業

してくれると技術移転は早 く進む。 しか し問題点 として、時々マニュアルから外れて楽な作業を

しようとするオペレーターに対 し、ラインリーダーやアシスタン トがそれを注意せず、改善 させ

ようとしないことや、自らのミスを隠そうとすることである。基本的な理解力があるので、2年

働いた優秀な者 をライ ンリーダーに昇進 させている。また、労働生産性 を常に向上 させ るため、

オペレーターをグループ分けし、チーム問で競争をさせて、毎月ごとにチームの採点をして、優

秀 なチームには トロフィーの授与と食料 を配給 した りする。

治具の改良や製造について、バタムでは未だ無理なため、その都度 日本から持ち込んで対応 し

ている。 レーザー ・マシーンの検査 は日本のメーカーに来てもらうが、巻線機械はローカルの技

術者が検査できる。 しか し、エンジニアが、機械の内部を知 りたい好奇心から機械 を勝手に分解

し、故障させ るので困るとい う話 もあった。

安い人件費 を求めてバタムに進出 してきたが、物流 コス トや在庫管理の面で、問題は多いとい

う。特 に中間管理職を採用するのに苦労 している。優秀 な人材がなかなか見つか らず、彼 らを企

業内で訓練す るのに時間がかかるが、採用後の定着率は高い。

国民の9割 がイスラム教徒であるので、彼らへの対応 には気 を使っている。金曜日の礼拝に合

わせて休み時間を設定 した り、ラマダンには、それな りの配慮を行 っているものの、断食期 には

不良品率が高 くなり、品質管理上の問題になっている。

7小 型精密モーター製造 メーカーF社 バ タム工場(1999年5月5日 現地調査)

7-(1)バ タ ム進 出の動機 及 び会社 概要

F社 バ タム工場 は、1994年1月 に、小型 精密 モ ーターの製造 販売 会社 であ るF社 シンガポ ール

(1983年 設 立)の 子 会社 として設立 され た。従 業員 は、ス タ ッフ部門の186名 を含 む1,048名 で あ

る。主要 生産 品 目と して、 レーザ ープ リンターや複写機等 に使 われるス テ ッピングモー ター を月

産35～40万 個 、高速 レーザ ープ リン ター用 のDCフ ァ ンモー タを月産35万 個 、 ジ ェネラル ・エ
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レク トリクス社用のアイスメーカを月産17万 個生産 している。現在、 シンガポールには、購買

および経理部門と社長室を残 し、その他製造関係はすべてバ タム工場に移管 している。バタムに

進出 した理由は、人件費が安 く、税制面での優遇措置があったこと及び立地面でシンガポールに

近かったからである。

7-(2)技 術移転の方法 ・状況

工場の立ち上げ時には、そのシンガポール工場の約30人 のマレー系 シンガポール人をバ タム

工場に派遣 して、マレー語でインドネシア人のオペ レーターに指導させた。マレー語 とイン ドネ

シア語は、 きわめて共通点が多いので、指導 は容易であった。当初 は、 日本から派遣 した4名 の

技術者を駐在させて、マレー系シンガポール人を指導 していたが、現在では、プレス、ダイキャ

ス トお よび切削へ と仕事の範囲が拡大 してきたので、規模の拡大に伴うコントロールの必要性か

ら、 日本人スタッフを9名 に増員 して指導にあたっている。日本企業の海外工場 において、 日本

人スタッフが多 くなるのは、新工場設立時である。それ以外では、顧客からのクレーム発生時や、

製造技術上の問題 を解決 しなければならない時、および新生産 ラインを導入する時のア ドバイサ
ー的な役割を必要 とする時等である。それら必要に応 じて、 日本 の親会社から日本人スタッフを

長期あるいは短期で派遣する。

製造機械 のコンプレッサーはシンガポールから調達 し、切削加工機は日本か ら持ち込んだ。多

くの機械 を日本から持ち込む場合 は、 日本か らスタッフが派遣 されてくるが、数台の機械 の追加

の場合には、ローカル ・スタッフだけで立ち上げる。操作マニュアルは日本語 と英語の両方で書

かれている。機械の検査、保全および修理はローカル ・ス タッフとマレー系 シンガポール人で対

応するが、それでも対応仕切れない場合のみ 日本の本社に支援 を依頼する。最新の機械 は、現地

のスタッフが勝手 に触 らないようロックをかけている。機械化 されているのは、巻線 とプレスの

みで、基本 的には設備投資を極力抑えるため、はんだ付け、端子へのコイル巻 きお よびネジ締め

等 は手作業で行い、製品のモーターを加工する。 自社工場内では、アルミ ・ダイキャス トやプラ

スティック成形 を内製化 している。技術的に難 しい金型のみ日本から持ち込んでいる。工場内で

は、オペ レーターに管理指標 を忠実につけるように指示 している。それによって問題点を発見 し

やす くしている。

7-(3)人 材の募集、育成及び労務管理

オペ レーターやスタッフの募集は、バタミンド工業団地内のリクルー ト会社に依頼 したり、一

時的に採用 する場合には、工場の門前に貼 り紙を出す。はんだ付け、端子のか らめ及 びネジ締め

等の要素作業については、基本的にローカル ・ス タッフが、作業指導書 を見せながら、OJTを 通

じてオペレーターを訓練する。新人教育のカリキュラムは組んでいないが、 リーダークラス以上

になると、バ タミンド工業団地内で社外研修 させている。5S(整 理、整頓、清掃、清潔、躾)

については、イラス ト入 りで理解 しやすいよう表示 し、工場内に張 り出 して実施 している。当初

は、オペ レーターが作業場へ出勤するのに、草履 をはいて来るというレベルであったが、今では

随分改善された。オペレーターは、女性が7割 であ り、手先の器用 さと視力の良さで、す ぐに作

業に慣れることができる。また、オペレーターの多 くは、パダン、メダンお よびスラバヤ等から

出稼 ぎに来て、両親に仕送 りしようという目的意識があるので、労働規律を順守 し残業にも積極

的に協力する。毎 日残業すれば、食費込みの月給29万 ルピア(日 本円で約4,600円)が2倍 にな
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るので、それを得 られない方が、オペ レーターにとっては不満になるぐらいである。

ジョブ ・ローテーションについては、ローカル ・スタッフを通 じて納得 させたうえで、不定期

に、仕事に応 じて実施 している。ある工程か ら別の工程へ配置転換するに際 して、ある程度の訓

練期間を設 けている。ス タッフのジョブ ・ローテーションについては、その業績評価 をサラリー

に反映 させ ている。訓練次第では、一人の作業者が2～3工 程 を受け持つ多能工 も可能である。

家庭の事情で故郷に帰る者以外 は、契約期 間中に自発 的に離職することはな く、人材の定着率

は良い。テクニシャン ・クラスの募集では、英語 を必須 にしている。それは、日本から持 ち込ん

だ英語の技術指導書(マ ニュアル)を インドネシア語 に翻訳 して、オペ レーターを指導 しなけれ

ばないからである。新規のオペレーターには、3ヶ 月後、一人前 にドライバー、はんだごて及び

プ レスが使 えるようになってから制服を貸与する。その後は、新モデルの生産で も、十分に対応

で きる。オペ レーターは、朝7時 半か ら夜7時 半まで、8時 間労働の通常勤務 と4時 間の残業をこ

な してくれるので、2交 替シフ トで機械を稼働できる。それにより設備投資が早期 に回収できる。

7-(4)今 後の技術移転上の課題

ローカル ・スタッフか らは、自発的に、作業お よび工程の改善という発想が出てこないことが

問題である。それを、 日本人スタッフが引き続 き対処 しなければならないようでは、いつまでた

って も人件費を削減で きない。課題は、早 くローカルスタッフに任せ られるようにすることであ

るQ

次に、現地では原材料を準備できないため、ダイキャス トの原料 は日系企業のマレーシア工場

から購入 し、基本部品であるボールベアリングやマグネットはシンガポールおよびバタムの日本

企業から購入する。為替差損 を受けないように、円建てとUSド ル建 てを使い分けなが ら原料を

調達 し、輸 出はすべてUSド ル建てで行 う。

ステッピングモーターやDCフ ァンモーターは、納期指定の受注生産であるので、その納期に

合わせた部品計画を立てて、生産管理 と在庫管理 を行い、 日本本社か ら持ち込まれる品質指標 に

基づいて品質チェックされる。バタム工場では、 日本か ら受注 した価格の何%で 製品を出荷する

か決めているので、それに見合 ったコス トダウンが常 に厳 しく要請される。だが立ち上げ初期 に、

シンガポール工場から派遣 されたスタッフや 日本人スタッフが未だ多 くいるので、人件費が高 く

な り、 コス トダウンの障害 となっている。さらに、顧客の要求する厳 しい品質基準 と納期に対応

するため、外注に頼 っていた前工程で必要なコー ドを、コス ト高となるものの、 自社工場内に回

線チェック機械を揃えて内製化 し始めた。下請けに出す と低 コス トで外注できるが、アジアにお

ける下請けは、 日系企業の下請会社から2次 、3次 と更 に下請へ回されるため、すべてにわたっ

て品質管理が行 き届かない恐れがある。そのため、日本の本社ではしな くて もよい内製化を、出

来るだけ設備投資 をせずに、徹底的に行 う必要が生 じる。

更に、コス ト面での今後の課題 として、現地の経済発展に伴 って生 じる人件費のアップを含め

たコス ト上昇要因を、本社サイ ドが要請 して くるコス トダウンにあわせて、いかに調整するかが

あげられる。多 くの日本人スタッフを長期間駐在 させると、現地のス タッフを幹部登用する場合

に比べ人件費が高 くつ くので、工場 レベルの管理人事 をローカル化する必要がある。そのために

は、 日本人スタッフに劣 らないローカル中間管理職の育成が不可欠である。ローカル中間管理職

が、 日本人スタッフの意向に、現地の価値観や判断基準を加え、誤解のないように現地の従業員

に伝えることが望 まれる。 また、給与や待遇面において、現地従業員の不満を把握し、 日本人経
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営者 に伝 えることも大切である。

8モ ー ター製造 メー カ ーG社 バ タム エ場(1999年5月10日 現 地調 査)

8-(1)バ タム島進出の動機及び会社概要

G社 は、イ ンドネシアのバタム島で、DCブ ラシレスモーターを製造 している。従業員数は、

現在1,046名 で、2交 替シフ トで働いている。DCブ ラシレスモーターとは、DCモ ーターのブラ

シと整流子による機械的な整流機構 を、電子回路に置 き換 えたものであ り、耐久性に優れ、静か

で、回転制御が フレキシブルなモーターである。それは、ビデオテープレコーダー(VTR)、 レ

ーザープリンターお よびフロッピーディスク ドライブ(FDD)に 用いられる。G社 バタム工場は、

1992年12月 に設立 された。10年 前、日本の本社 は、VTRやFDDの モーターの製造を主な仕事に

していた。 ところが、当時VTRの 一番の顧客であった三洋電機がマ レーシアに進出し、次 にジ

ャカルタ南方のボゴールにも進出を決定 した。そこで、三洋電機か らG社 へ、ジャカルタに出て

きて欲 しい と要請がなされた。また、1990年 、FDDモ ーターの顧客であるTEACも 、マ レーシ

アにマラッカ工場 を設立 し、F社 国内の工場 からはモーターを購入 しな くなった。日本企業の場

合、長期的なサプライヤーへのコミットメント(委 託)を 通 じて、製品の品質改善を行っている

ため、独特の下請系列が存在する。よって、組立メーカーの海外進出に伴って、系列関係 にある

部品供給企業 も海外へ移転する例が多い。 したがって、日本の部品メーカーは、大口顧客の海外

進出にともない、その近隣地域に投資 しなければ注文 を取れない状況になってきた。そこで、G

社 も、東南 アジアの どこか に工場の立地場所 を探す ことになった。候補地 として、マレーシア、

お よびインドネシアのジャカルタとバタムを立地調査 した。その結果、人口の少ないマレーシア

ではジョブ ・ホ ッピングが激 しくなってお り、ジャカルタにはモーターの材料 メーカーが進出し

ていなかったため、香港経 由で材料 を調達せ ざるを得 ないことが分かった。残 りの候補地バ タム

では、シンガポール経由で部品の調達 と製品の出荷が可能であることが分かった。そのようなな

かで、当時の東京銀行から、バ タミン ド工業団地建設後、バ タムの紹介があった。バ タミン ド工

業団地には、シンガポール政府からのサポー トがあったので、初めての海外進出に対 して も本社

内で説得力があった。

進出当時の7年 前、イン ドネシア国内では、100%外 資系企業の進出を許可 していなか った。

しか し、バタム島だけは例外 とする法律が制定されるにあたって、進出先 を当地に決定 した。資

金調達は、シンガポール経由で行い、工場 を2年 契約で レンタル し、自前で買い取るリスクを軽

減 した。物流関係は、バタミンドの公社 に一任 し、人材の確保は、操業当時、サリム財閥グルー

プの人材紹介会社(ツ ナスカリヤ)を 通 じて、スマ トラやジャワか ら容易 に集めることがで きた。

募集の詳細は、は じめッナスカリヤが、スマ トラはじめジャワ各地で就職希望者を集め、G社 の

人事担当者が現地へ赴き、試験を実施 し選考 した後、合格 した者をバ タムに送 り込む方法が採 ら

れた。こうして遠隔地か ら集められた労働者のほとん どは、工業団地内の ドミ トリー(寮)に 住

んでいる。また、バタミンド工業団地内には発電所があったため、中国やジャカルタのように企

業 ごとの自家発電システムを持たなくて良いメリットがあった。バ タムでの工場運営 にあたって、

レンタルコス ト、人件費および電気代 を比較すれば、ジャカルタより高いが、停電、人材の確保

および物流の面で困ったことがなく、なによりもジャカルタでの暴動 といった政治不安がな く治
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安面で安定 している。 こうしてバ タム工場は、月産100万 個、1,000人 体制が最適なキャパシテ

ィであるとい う判断で現在稼働 している。顧客であるメーカーと部品メーカーとの関連性の一例

として、1995年 には、VTRお よびFDDの 顧客が中国に進出 したので、中国工場 を設立 し、 レー

ザープリンターと複写機のモーターを一部中国工場で作って、顧客への供給体制を採るなど、密

接 に結びついている。

8-(2)技 術移転の方法 ・状況

G社 バタム工場の主力製品は、ビデオの絵を切 り出すシリンダーモーター、ビデオテープを送

って記録 しスピー ドを制御す るキャプステンモーター、およびFDド ライブに組み込まれるス ピ

ンドルモー ターである。主な取引企業は、三洋電機、SONY、TEAC、SHARP、 日立、アルプス

電気、EXABYTE等 である。1997年8月 に、 プラスチ ックの樹脂マグネットを、成形機の使用で

内製化することに成功 し、続いてCPUフ ァンモーターの生産も開始 した。それまで、ノー トパ

ソコンは、CPUか ら発生する熱をどの ように冷却す るかが課題であった。同社では、そのよう

な課題 に対 し、マイクロチ ップにファンモーターを取 り付け、急速に冷却することで対応 した。

現在 では、アメリカのEXABYTEへCPUフ ァンモーターを独占的に供給 している。1999年 には、

三洋精密がバタムに進出 して きたので、CD-ROM用 のスピンドルモーターの生産 をそちらの

工場 に移管 した。

技術の指導については、1993年 に、4名 のローカル ・スタッフを、将来基幹社員にするとい う

期待 を込めて 日本での研修 に送 り込んだ。最初に日本で研修 した内の1名 は、慶応大学への留学

経験があ り、残 りの3人 は英語が出来たので、言葉の問題は抜 きに して研修で きた。その当時、

インドネシア人を日本へ入国させる入管手続 きに労力 を要 したが、その後 も新機種を移転する度

に、1～2名 を日本で研修 させ ると同時に、日本人の技術者、製造係長および品質管理の専門家3

人 を一つのグループにして、2週 間から1ヶ 月程度バ タムへ出張 させている。出張でバタムを訪

れる日本人出向者は、概 して英語 を得意 としないが、長期赴任者は、イン ドネシア語や英語を勉

強 し現地に同化 しつつあるので、彼 らを介 しローカルとの意志疎通が円滑に行 えるようになった。

そのうち、現地の人が 日本語を学ぶようにな り、相互のコミュニケーションは一層高 まっている。

今では、北メダン大学卒の受付嬢が日本語の通訳ができるうえ、各部門ごとに日本語のわかるス

タッフが配置 されている。ちなみに、ローカル10数 人の幹部とのミーティングは英語で行われ

ている。

立ち上げ時には、十分 な準備がなされず、そのうえ機械操作マニュアルは日本語のもの しか持

ち込 まなかったため役 に立たなかった。それを、ローカル ・ス タッフが、研修先やバ タムで、 日

本人出向者による機械の修理や操作 を見よう見 まね覚え操業可能になった。最初は、分解 したら

最後、マニュアルがないため元に戻せない こともあった。最近では、日系企業の要求で、機械メ
ーカーが英語版の操作マニュアルを作 るようになり、現地でのメンテナンスも容易になった。作

業標準 については、 日本で研修 したローカル ・スタッフにより、帰国後インドネシア語へ翻訳 さ

れ全ての従業員へ浸透 した。

現在 も、数十台ある巻線機械が故障 した場合 には、ローカルでは、位置ズレやセンサー誤作動

時を除いて どこに原因があるのか分からない。チ ップマウン ト工程で電子パーツを電送する機械

など初期 に度々停止 したようだ。 日本人ス タッフの修理 を見よう見 まねで学習 していただけでは

完全な理解が難 しいのか、今でもモーターの不良を招 くことがある。
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部品の管理については、日本人ス タッフの指導によって、ローカルが想像以上に上手 く事 を運

ぶようになった。回路基板へのチ ップ実装の工程では、機械 を使用せず、 日本から持ち込んだ治

具による手作業 に頼って行 うようにしている。また、付加価値を取 り込むため回路の内製化 も始

めた。作業内容の一例 として、一人の持 ち時間が4、5秒 のシリンダーにマグネッ トを取 り付 け

る作業では、顧客の満足 を得るため、人手による トリプルチェックを行っている。というのも、

検査を自動化すれば品質を高めるが、 コス トがかかるので、安上が りの検査器を用いて、人手を

介在 させた場合に起 こりうる品質低下を最低限に食い止める 「ポカよけ検査」を導入す るなど、

随所に工夫を凝 らしている。

8-(3)人 材の募集 ・訓練および労務管理

オペ レーターの募集は、当初 リクルー ト会社 を利用 していたが、 コス トが掛かるため、バ タミ

ン ド工業団地内に貼 り紙を掲示 し募集するようになった。募集人数 については、日本人 とローカ

ル製造部門の トップが相談 して決める。人材育成については、今 までは、導入教育 を1週 間実施

した後、現場 に送 り込みOJTで 対応 していたが、ISO9002を 取るため現在 ドキュメント化に取 り

組んでいるところである。ローカル ・スタッフのなかでも、人材育成 をカリキュラム化をしなく

てはいけない という意識が 目覚めつつあるようである。オペレーターについては、組立作業の性

格上ほとん ど女性であ り、高卒以上であれば経験を問わず採用 している。逆に、ラインリーダー

は、ほとんど男性である。オペ レーターの雇用契約期間は2年 であ り、仕事が減れば、契約切れ

の際労働力 の調整 として自動的に従業員 を減 らすことがで きる。 しか し、スタッフについては、

基本 的に終身雇用 としている。

部門ごとのジ ョブ ・p一 テーションは行 われていない。品質管理、生産、エ ンジニアお よび製

造のそれぞれの部門で、一人前の仕事ができるようになれば 、それでよいという方針である。終

身雇用の幹部職のローテーシ ョンについては、人事管理上 これか らの課題となっている。彼 らス

タッフは、採用時点か ら、学歴や経験 を考慮 して幹部候補生として採用 してお り、下か らの内部

昇進は考慮 されていない。昇進と昇給については、面接 と試験 によって、日本人スタッフが入れ

替わっても合理的に決められるよう配慮 されている。誰 もが納得するよう数値化 して、客観的な

指標 に基づいた昇進および昇給 システムを採用 している。その甲斐あって、生産管理と品質管理

部門では、操業当初か らのローカル ・スタッフが勤続 しているほか、経理や生産部門等で も、ロ
ーカルのス タッフが5年 間定着 して働いている。スーパーバイザーには、意識的にシンガポール

人でなく、全員イン ドネシア人を採用 した。それは、シンガポール人 に共通するジ ョブ ・ホッピ

ングを回避 し、定着率を高め強いては労働生産性 を向上させ るためである。

イスラムのコーランには、礼拝を奨励する文言が多 くあるため、イスラム教徒は礼拝を義務 と

解釈 し、手足などを洗浄して、1日5回 の礼拝 をしている。そのため会社 としては、イスラム教

徒への対策 として、礼拝室(ム ショラ)を 設け作業時間中のお祈 りも認めている。何故なら、敬

虔なイスラム教徒 は、礼拝 しない と落ち着かず、作業効率が低下するからである。さらに、金曜

日には80分 の昼休みを取ることを許可 して、昼休みのお祈 りを入念 にで きるよう配慮 している。

8-(4)今 後の技術移転上の課題

原材料の現地調達比率は、梱包材を除いて、モーターの基幹パーツは5割 を日本から、残 りの

4割 を東南 アジアや中国の日系企業か ら輸入 している。今後は、プレス とプリン ト基板 を日系企
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業以外から調達することでコス トダウンを図ろうと努力 している。

技術移転が困難な作業に、NC旋 盤を削 るノウハウがあげられる。 これを身に付けさせるため、

才能あるローカルの工員を日本に研修させたが退職 して しまった。その後、何度かローカルにチ

ャレンジさせたが、機械 を故障 させ ることが多 く、 このノウハウに関する部分の技術移転 は諦め

た。

1998年4月 か らは、日本人主導ではな く、ローカル中心の運営を確立 しようということで、日

本人からの指示を抑えるようにしている。生産管理および部品調整部門は既 にローカル化 してお

り、人事部門において も、導入教育 と人材募集はローカルが主体 となってお り、今や日本人は、

基幹部門の人事のみ担当 している。経理部門での実務 もローカルが担当 し、 日本人はチェック機

能 を果たすのみである。生産部門では、異常時のみ日本人がア ドバイスを行い、そ れ以外ではロ
ーカルが日常業務をこなせるようになっている。生産技術部門では、日本人が顧客からのクレー

ムを伝達 し指示を出すものの、実際の部門間における調整はローカルが担当 している。ちなみに、

旋盤以外の機械は、この部門が修理する。日本企業の現地における人材育成 とは、マニュアルに

より作業標準 と操作技術 を教え、機械故障時に本国から技術者を派遣するだけではなく、現地従

業員に修理、補修およびモデル ・チェンジへの対応、さらには品質や工程管理のノウハウに至る

まで時間をかけてじっ くりと教え込 もうとする点に特徴がある。

今後の課題 として、破損部分への対応 とい うレベルにおいて技術移転はほぼ完了 しているが、

予防および保全 とい う発想の貧弱 さがあげられる。海外工場の課題 としては、QC部 門において、

顧客からの クレームにどれだけ迅速に対応できるか否かがあげられる。品質については、 日本人

向けに日本語で回答 しなければならないので、 日本人スタッフの必要性は未だ高い。

製造技術全 てを移転するためには、ローカルのスーパーバイザークラスが、機械のメンテナン

スに習熟で きるようなマニュアルの ドキュメン ト化が必要である。例えば、新人が業務に携わっ

ても、す ぐにメンテナンスできるレベルまで ドキュメン ト化を進めたい考 えのようだ。現時点で

は、設計やモデルチェンジといった研究 ・開発部門をバタム工場 に持って くるプランは考えてお

らず、生産面で 日本人出向者 を可能な限 り削減 し、いかにローカル化するかを第一の課題 として

いる。ロー カルに自覚を持たせて一人前の技術者 に育てるためには、 日本人が全てを決めるので

はな く、ローカルのア ドバイス役 に徹することが大切である。

アジアで は、激 しく経営環境が変化 しつつある昨今、現地の情報を的確 に把握 したうえでの素

早い経営上の判断が要求されている。判断ミスを防 ぐためには、将来の変化や リスクを予知する

能力を備 えたローカル管理者 を育成することが必死である。

9ま とめ

調査対象企業のインドネシア進出動機は、A社 やB社 の場合は、イン ドネシア市場の開拓、確

保 ということであったが、C社 の場合には、排ガス規制が進む日本や欧米向けの自動車用に、セ

ラミックスの触媒 を生産するために、触媒を窯で焼 くのに必要な天然ガスが豊富なジャカルタに

進出 して きた。D社 の場合、大量の労働力を投入 した手組み作業 を通 じて低 コス ト製品を作 る目

的で、ジャカルタに進出 してきた。E社 は、ハー ドディスク用ワイヤーハーネスの加工を行 うた

め、安い人件費で大量の労働力が確保できるバ タムへ進出した。 日本からワイヤーとチューブを
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持ち込んで、バ タム工場で大量の女子工員を組み立てラインに投入 して生産 したものをすべて海

外へ輸出している。MRヘ ッドの製造には、自動化で きない部分が多 くあるため人手 を必要とす

るからである。F社 の場合、安い労働力の存在 と、シンガポールのインフラ(港 湾、通信、空港、

人材 など)を 利用で きる点を考慮 して、バタムへ進出した。機械化 されているのは、巻線 とプレ

スのみで、基本的には設備投資を極力抑え、安い労賃で雇ったオペレーターの手作業ではんだ付

け、端子へのコイル巻 きお よびネジ締め等 を行 う。G社 は、日本 の部品メーカーとして、海外進

出した大口顧客の注文 を確保するために、部品の調達 と製品の出荷 に便利なシンガポールに近い

バ タムに進出した。人件費が安いので、人手 による トリプルチェックを行っている。 というの も、

検査 を自動化すれば品質を高めるが、コス トがかかるので、安上が りの検査器 を用いて、人手を

介在 させた場合に起こ りうる品質低下 を最低限に食い止める 「ポカよけ検査」を導入するなど、

随所 に工夫 を凝 らしている。

イン ドネシアへの技術移転では、当該 日本企業の技術習熟度が高 くて、過去 に技術移転の経験

を多 く積んでいると、初めての海外進出で試行錯誤 をする場合に比べて、スムーズに技術移転が

進 む。B社 、D社 、E社 、F社 の例では、共通言語 を話 し、意志疎通が容易 なマレーシアやシン

ガポールの工場か ら技術者を派遣することが出来たので、訓練 コス トが安 くなり、順調 に工場を

立ち上げる要因となった。C社 は後工程から前工程へ と段階的に工程 を移転するとい う技術移転

方式を採用 した。C社 の技術移転は、製造工程をい くつかに分割 し、海外の工場へ段階的に移転

するという手法を取 って きた。まず、窯で焼 くという工程から出発 し、次 にローカルスタッフの

習得度合いに応 じて前段階の工程を徐々に移転 していった。

技術移転に際 して、受け入れ国の従業員の技術吸収力が低 く、技術指導 を受けた従業員が短期

間で職場移動する場合(タ イやマレーシアで よく見 られる例)に は、企業内で人材育成や熟練蓄

積が出来 なくなり、技術移転が思ったほど進展 しなくなるが、イン ドネシアは、 この点では、企

業内の人材定着率がよく、モノ作 りには最適 な国と言える。F社 の場合にはオペレーターの7割

が女性であ り、手先の器用 さと視力の良さで、す ぐに作業に慣れることがで きる。また、オペレ

ーターの多 くは、パダン、メダンお よびスラバヤ等か ら出稼ぎに来て、両親に仕送 りしようとい

う目的意識があるので、労働規律 を順守 し残業にも積極的に協力する。G社 で もオペレーターの

人材定着率は非常に良 くて、契約期間中に辞めることはほ とんどない。週40時 間を超えて も残

業に協力 して くれるうえ、全員女性であるので、手先が器用で何で も根気 よく作業 して くれる。

しかし、国民の9割 がイスラム教徒 であるので、彼 らへの対応には気を使 う。金曜日の礼拝 に合

わせて休み時間を設定 した り、ラマダンには、それな りの配慮を行 っているものの、断食期 には

不良品率が高 くなり、品質管理上の問題になっている。

日本企業が要求する厳 しい基準の納期や品質をクリアで きる部品 ・中間財の供給企業が、ロー

カルから育 ってこない場合には、技術移転のスピー ドは落ちるが、日本企業の場合、この点を回

避するために、部品メーカーを日本から呼びよせるか、部品の内製化をしてでも、技術移転のス

ピー ドを落 とさない ようにしている。D社 のプラスチ ック成形や コイルの内製化、F社 のアル

ミ ・ダイキャス トやコー ド内製化、G社 の回路の内製化等、多 くの日本企業は、日本ではしてい

ない部品の内製化に着手 している。イン ドネシアは、労働 コス トにおいて、アセアン諸国の中で

は圧倒的な競争力を有する。問題は、労働 コス トと部品および原材料調達 コス トを含めた トータ

ルコス トで本当に競争力を持つかである。例 えば、部品調達 コス トを下げるためには現地調達比

率 を上げる必要がある。 しかし、ローカルのサポーテ ィング ・インダス トリーが育成 されていな
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い現状では、 日本からの部品産業の誘致 もしくは自社工場での部品の内製化は不可欠である。F

社 は顧客の要求する厳 しい品質基準 と納期に対応するため、外注に頼 っていた前工程で必要なコ

ー ドを、コス ト高となるものの、 自社工場内に回線チェック機械を揃えて内製化 し始めた。下請

けに出す と低 コス トで外注できるが、アジアにおける下請けは、 日系企業の下請会社 に2次 、3

次 と更に下請へ回されるため、すべてにわたって品質管理が行 き届かない恐れがある。そのため、

日本の本社ではしな くてもよい内製化 を、出来るだけ設備投資をせずに、徹底的に行 う必要が生

じた。

アジアでは激 しく経営環境が変化 しつつあるので、現地情報を的確に把握 した上での素早い経

営上の判断が要求されて きている。異文化の中での海外経営 を円滑に進めるためには、ローカラ

イゼーションを実現 し、現地重視型の経営を展開することが求め られている。特に、ローカルの

優秀な中間管理職が、 日本人スタッフの意向をそのままではな く、あくまで現地の価値観や判断

基準 を踏 まえた上で、誤解のないように現地の従業員 に伝えることが必要であ り、また給与や待

遇面での現地従業員の不満をきちんと把握 して、 日本人経営者 に伝達 してもらうことが大切であ

る。 しかし、ローカルの中間管理職は、最低限の現場での知識 などが不足 してお り、部下を指導

した り、部下の才能を判断 した りする能力に欠けているため、技術移転がスムーズに進展 しない。

インドネシアに進出している日本企業は、中間管理職 を採用するのに苦労 し、異常時やクレーム

発生時に対応で きる中間管理職の人材不足 に悩んでいる。

A社 では中間管理職 に優秀な人材がいない。そのため、労働者の志気を高め、動機付けをす る

には日本人がいないと駄目である。また、熱処理やメッキ装置のオーバーホールの点では、 日本

人依存 になる。B社 もローカルの中間管理職 に人材がいない。 日本から派遣 された工場現場での

長い経験を有するスタッフが、現地オペ レーターを教 える問は順調である。しか し、その後 を引

き継いだローカル中間管理職が役割を代行する状況になると、最低限必要な現場での知識や、部

下 を指導 した り部下の才能を評価する能力に欠けているため事態は難航する。C社 では、ローカ

ルのスタッフが管理する納期、生産管理および品質管理等では問題点が多 く、これらの業務 を日

本人が担当せ ざるを得ない。そのため、 コス ト高の要因になっている。通常のオペ レーションで

は、技術移転が済んでいるものの、異常時における対応 は、未だローカルスタッフにすべてを任

せることはできず、 トラブルの発生時には、各部門に配属されている日本人スタッフが対応 して

いる。D社 の場合、ローカルのスタッフが機械 を組み立てられる段階を早い段階で達成で きたし、

限定 された範囲ではあるが行程の改善 も出来る。 しかし、顧客からの微妙な形状の変更要請に対

して、現地のス タッフが 自ら新 しいアイデアを提案 し、対応するとい う点では物足 りない。F社

の場合 もローカルのスタッフか らは、自発的に、作業および工程の改善 という発想が出てこない。

それを、日本人スタッフが引 き続 き対処 しなければならない。今後の課題は、早 くローカルスタ

ッフに任せ られるようにすることである。G社 では、破損部分への対応 というレベルにおいて技

術移転はほぼ完了 しているが、予防お よび保全 とい う点ではローカルス タッフの発想が貧弱で、

QC部 門において、顧客からのクレームにどれだけ迅速に対応で きるかが当面の第一課題である。
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